
秋田県健康環境センター年報 第 18 号 2022 

 
 

1．学会発表 

1.1 筆頭発表 

 

秋田県内の環境水及び市販食品における

Escherichia albertii の検出状況 

 

今野貴之  髙橋志保  伊藤佑歩  

 

第 43 回日本食品微生物学会学術総会  

2022 年 9 月 東京都  

 

 秋田県内の環境及び食品における Escherichia 

albertii の汚染実態を把握するため、河川等の環

境水、食肉や野菜類といった市販食品からの E. 

albertii の検出を試みた。real-time PCR で陽性と

なったのは環境水 53 検体中 16 件で、その内 10

件から計 14 株が分離された。食肉ではトリ由来

106 検体中 3 件及びブタ由来 97 検体中 8 件、野

菜類では葉菜類 309 検体中 4 品目 8 件、果菜類

23 検体中 1 件で real-time PCR が陽性となり、こ

れらのうち 12 検体から菌株が分離された。いず

れの菌株も生物型 3 に該当し、病原遺伝子とし

て eae 及び cdt が検出されたが、stx は検出され

なかった。O：H 抗原遺伝子型は、環境水由来

11 株、食品由来 10 株で決定でき、環境水由来

株で 9 種類、食肉由来株で 3 種類、野菜由来株

で 5 種類に分類された。本研究により、E. albertii

が環境水中に広く生息していることが示され

た。さらに、E. albertii による食品の汚染実態が

明らかとなり、食肉においてはトリ以外にブタ

からも本菌が検出されることを確認した。また、

野菜類においても本菌の汚染があることを示し

た。環境水由来株及び食品由来株においても主

要な生化学的性状やヒト由来株にみられる病原

遺伝子は保持されており、菌株の O：H 抗原遺

伝子型は多様であったが、多くはヒト由来株で

も確認されている型であった。これらの結果は、

今後、ヒトへの感染源や感染経路を考慮する上

で重要と考えられる。  

 

 

2016～2021 年における秋田県内の結核患者

について 

 

伊藤佑歩  髙橋志保  鈴木純恵  今野貴之 

第 18 回秋田県公衆衛生学会学術大会  

2022 年 11 月 秋田市 

 

 全国の結核罹患率は、2021 年に戦後初めて結

核低まん延国の指標である 10 を下回った。しか

しながら、新型コロナウイルス感染症の流行に

よる受診控え等の影響も指摘されており、今後

の結核の発生状況には注意が必要である。そこ

で、2016 年から 2021 年の結核登録者情報調査

及び結核菌株の分子疫学解析から明らかとなっ

た県内の結核患者の特徴についてとりまとめ

た。 

 結核の新登録患者は、2016 年の 86 人から年

々減少し、2021 年は 46 人となった。2016-2018

年と 2019-2021 年を比較すると、30 代以下の若

年層の割合が低下し、2019 年以降は若年層のほ

とんどが外国籍患者であった。治療成績につい

ては、外国籍患者の半数が治療完了前に様々な

理由で国外転出していた。結核菌の遺伝系統に

ついては、2019-2021 年には北京型のうち、新興

型の割合が低下していた（14.1%：2016-2018 年、 

11.9%：2019-2021 年）。 

 県内では、新型コロナウイルス感染症流行下

の 2019-2021 年において、結核の新登録患者数

の減少、特に若年層の割合の減少が確認された。

行動制限による感染機会の減少や、受診控えが

影響した可能性がある。また、2019-2021 年にお

ける若年層患者の大部分は外国籍患者であった

が、2019 年以降に入国した患者は 1 名のみであ

り、限定的ではあるが入国制限等の水際対策も

影響した可能性が考えられた。  

 新興型は感染力・病原性が強いとされている。

特に、新興型の割合が高い 20 代、30 代は行動

範囲が広く、結核対策上重要である。ポストコ

ロナとなる今後は、行動制限や水際対策が緩和

され、若年層患者が再び増加する可能性がある

ため、外国籍患者の治療継続支援など、若年層

の結核患者への支援が重要になると考えられ

た。 

 

 

新型コロナウイルスが秋田県内の結核流行

状況に与えた影響について 

 

伊藤佑歩  髙橋志保  鈴木純恵  今野貴之 
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第 35 回秋田応用生命科学研究会  

2022 年 12 月 秋田市 

 

全国の結核罹患率は、2021 年に戦後初めて結

核低まん延国の指標である 10 を下回った。しか

しながら、新型コロナウイルス感染症（新型コ

ロナ）の流行による受診控え等の影響も指摘さ

れており、今後の結核の発生状況には注意が必

要である。そこで今回は、新型コロナが秋田県

内の結核流行状況に与えた影響を解析した。  

 新型コロナが流行する前の 2016-2018 年まで

は、人口 10 万人対比の結核罹患率は下げ止まり

していたが（▲3.9%）、新型コロナ流行後の

2019-2021 年には顕著に減少していた（▲

13.1%）。また、新型コロナ流行前後を比較する

と、流行後は 30 代以下の若年層の割合が低下

し、2019 年以降は若年層のほとんどが外国籍患

者であった。結核菌の遺伝系統については、30

代以下の 47.1%が Modern 型であり、外国籍患者

に限れば 80%が Modern 型だった。Modern 型は

他系統よりも感染力・病原性が強いとされてお

り、行動範囲が広い若年層で割合が高かったこ

とは、結核対策上の懸念である。ただし、新型

コロナ流行後には若年層の割合が低下してお

り、2019 年以降入国した人に限れば、外国籍患

者は 1 名のみだったことから、新型コロナ対策

に伴う入国制限や国内における移動制限が、結

核流行対策としても功を奏したと考えられた。

しかし、これらの施策はあくまで新型コロナの

対策として一時的に施行されたものであるた

め、ポストコロナとなる今後は、行動制限や水

際対策が緩和され、若年層患者が再び増加する

可能性がある。そのため、今後の結核流行状況

については、継続して注意が必要である。  

 

 

ウイルス性食中毒～原因物質指定から四半

世紀、予防対策の死角とは～ 

 

斎藤博之  

 

食の安全と安心フォーラム第 23 回 

2022 年 7 月 東京都  

 

1997 年にウイルスが食中毒原因物質に指定

されてから今年で 26 年目となる。この間、食品

関連事業者は行政の指導の下で予防対策に取り

組んできた。一方、毎年の食中毒統計を見ると、

食中毒患者数の約半分がウイルスを原因とした

ものであり、四半世紀にわたり 1 位の座にある。

1948 年に食品衛生法が施行されて以来、もっぱ

ら細菌・化学物質・自然毒を対象とした予防対

策が取られてきた。原因物質としては新顔に当

たるウイルスはこれらとは異なる性質のもので

あり、延長線上の対策では多くの死角が生じる

ことなる。今回はウイルス性食中毒の実態に焦

点を当てて、予防対策における問題点を掘り下

げてみたい。  

 

 

パンソルビン・トラップ法により食品検体

からノロウイルスが検出された食中毒 2 事

例 

 

斎藤博之  秋野和華子  野田衛*1  上間匡*1 

 

第 43 回日本食品微生物学会学術総会  

2022 年 9 月 東京都  

 

【目的】パンソルビン・トラップ法は、食品検

体からノロウイルス（NoV）を検出するための

実践的な手法である。2021 年 4 月と 2022 年 2

月に発生した食中毒事例において、本法を適用

したところ食品検体から NoV が検出され、原因

究明に資することができたので報告する。  

【材料と方法】事例 1 は、2021 年 4 月 11 日に

仏事の参加者の間で胃腸炎の集団発生が起こり、

昼食で提供された弁当が疑われたケース（喫食

者 58 人中 43 人発症）で、患者便 6 検体、調理

従事者便 5 検体、及び食品残品 10 検体を検査し

た。事例 2 は、2022 年 2 月 14 日に介護施設の

ショートステイ利用者の間で胃腸炎の集団発生

が起こり、給食が疑われたケース（喫食者 83

人中 30 人発症）で、患者便 10 検体、調理従事

者便 9 検体、及び保管検食 23 検体を検査した。 

【結果と考察】事例 1 では、患者便 6 検体全て

と、調理従事者 2 名の便、及び食品残品のサー

モン塩焼きから NoV-GII.2 が検出され、それぞ

れの塩基配列が一致した。  

事例 2 では、患者便 10 検体全てと、調理従事
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者 1 名の便、及び保管検食の魚の胡麻味噌かけ

に添えられた大根おろしから NoV-GII.4 が検出

され、それぞれの塩基配列が一致した。汚染量

は食品 1g 当たり 20 コピーであった。  

本法は食中毒の原因究明の手法として有用であ

り、保管検食よりも食品残品の方が盛り付けプ

ロセスを反映していることから、ウイルスを検

出できる可能性がより高くなるものと考えられ

た。 

 

*1：国立医薬品食品衛生研究所  

 

 

Availability study of PANtrap method to 

detect contamination of norovirus in 

food samples 

 

斎藤博之  秋野和華子  野田衛*1  上間匡*1 

 

第 69 回日本ウイルス学会学術集会  

2022 年 11 月 長崎市 

 

【目的】我々は、食品検体からノロウイルス

(NoV)を検出するための実践的な手法として、

パンソルビン・トラップ法（パントラ法）を開

発した。今回、実際の食中毒において本法を用

いることで、食品から NoV を検出することがで

きたケースを 3 事例経験したので報告する。  

【方法】事例 1 は 2020 年 1 月 25～27 日にかけ

て、介護老人保健施設の入所者・通所者・職員

の間で胃腸炎の集団発生が起こり、1 月 24 日の

昼食で提供された弁当が疑われたケース（喫食

者 84 人中 11 人発症）で、食品残品 12 品目を検

査した。事例 2 は 2021 年 4 月 11 日に仏事の参

加者の間で胃腸炎の集団発生が起こり、昼食で

提供された弁当が疑われたケース（喫食者 58

人中 43 人発症）で、食品残品 10 品目を検査し

た。事例 3 は、2022 年 2 月 14 日に介護施設の

ショートステイ利用者の間で胃腸炎の集団発生

が起こり、給食が疑われたケース（喫食者 83

人中 30 人発症）で、保管検食 23 品目を検査し

た。いずれのケースも患者と調理従事者の糞便

検査も合わせて実施し、検出されたウイルスの

遺伝子配列を比較した。  

【結果】事例 1 においては胡麻豆腐、鱈フライ、

チキンステーキガーリックトマトソースがけか

ら NoV-GII.2 が、事例 2 においてはサーモン塩

焼きから NoV-GII.2 が、事例 3 においては大根

おろしから NoV-GII.4 がそれぞれ検出された。

いずれのケースにおいても、患者と調理従事者

の糞便から検出された NoV と塩基配列が一致

した。  

【考察】事例 1 と事例 2 で NoV が検出された食

品は加熱調理されたものであったが、盛り付け

の過程においてウイルスが付着したものと推定

された。一方、事例 3 では調理直後に検食とし

て保管された検体が対象であったため、加熱調

理された食品からはウイルスは検出できず、非

加熱の大根おろしのみから検出された。パント

ラ法は、固体、液状、練り物、揚げ物といった

様々な形状の食品に対しても適用できることか

ら、食品を媒介とする健康被害の原因究明に幅

広く寄与できるものと考えられた。  

 

*1：国立医薬品食品衛生研究所  

 

 

新型コロナウイルスオミクロン株への対応

と県内での検出状況 

 

斎藤博之  秋野和華子  藤谷陽子   

樫尾拓子  柴田ちひろ  鈴木純恵  

 

秋田応用生命科学研究会第 35 回講演会  

2022 年 12 月 秋田市 

 

【目的】2020 年 2 月 14 日に本県で初めて新型

コロナウイルス (SARS-CoV-2)の検査が実施さ

れてから 2 年 9 カ月が経過し、これまで当セン

ターでは 24,091 検体を受け入れ、4,024 人から

SARS-CoV-2 が検出されている。とりわけ 2021

年 11 月 24 日に南アフリカから報告された変異

株であるオミクロン株は、BA.2 や BA.5 などの

亜系統に分かれながら第 6派と第 7派を形成し、

大流行をもたらした。今回の発表では、オミク

ロン株の県内での検出状況について総括してみ

たい。  

【方法】2022 年 1 月以降に新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）疑いで当センターに搬入さ

れた検体は咽頭拭い液、鼻腔拭い液、唾液など
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を合わせて 14,090 検体であり、この内 3,356 検

体から SARS-CoV-2 が検出されている。オミク

ロン株スクリーニング用として 2021 年 12 月 23

日に G339D 変異を検出する real-time PCR のプ

ロトコール（2 波長 TaqMan assay）が国立感染

症研究所から通知され、全国の地方衛生研究所

で使用されることになった。しかし、年末年始

のメーカー休業により試薬入手が困難な事態と

なったため、当面の対応としてもう一つのマー

カーである E484A 変異を検出するプロトコー

ル（allele specific primer assay）を当センターで

工夫した。以降、新しい亜系統が出現する都度、

S731LF（BA.2 用）、F486V（BA.4/5 用）、D3N

（BA.5 用）の変異検出系を構築し、オミクロン

株の動向を観察した。  

【結果と考察】供試した 3,356 検体の内、1 検

体がデルタ株、1,858 検体が BA.1、1,081 検体が

BA.2、13 検体が BA.4、377 検体が BA.5 に特徴

的なマーカー変異を有していた。27 検体はウイ

ルス量が少な過ぎたため判定できなかった。検

出状況を俯瞰すると、3～5 月にかけて BA.1 か

ら BA.2 への置き換わりが認められた。BA.5 は

6 月最終週に県内で初めて検出されたが、次の

週には全体の 8 割を占めるに至り、その後は完

全に置き換わった。現在、亜系統についてはさ

らに細かく枝分かれしているものの、あくまで

オミクロン株の中での分類であり、本来の意味

での変異株は 1 年以上出現していない。  

 

 

調理操作による農産物の残留農薬量の変化

について 

 

古井真理子  松渕亜希子   

珍田尚俊  藤井愛実*1 

 

第 59 回全国化学技術協議会年会  

2022 年 10 月 神奈川県川崎市  

 

【目的】農産物中の残留農薬濃度は、基本的に

洗浄や剥皮等の下処理をせずに試験した結果を

用いて評価される。しかし、一般家庭において

は多くの場合、農産物は洗浄や剥皮を経たもの

や加熱調理されたものが喫食される。そこで、

農産物中の残留農薬に関して、市販の農産物 3

種を対象に、部位別の農薬の分布状況及び調理

が及ぼす農薬の除去効果について調査した。  

【方法】秋田県内の小売店で購入した「いちご」、

「ミニトマト」、「ほうれんそう」を対象とし、

部位別又は調理別に区分し、粉砕・均一化して

試料とした。対象農薬は GC-MS/MS 294 成分、

LC-MS/MS 160 成分とした。得られたデータの

統計学的有意差検定は、調理前と各調理後の 2

群間について、Welch の t-検定を用いて評価を

行い、有意水準は危険率 5％未満（p＜0.05）と

した。  

【結果及び考察】部位別では、いちごから検出

された 6 農薬及びミニトマトから検出された 5

農薬において、へたの分布比が 89.1％以上と顕

著な偏在がみられた。ほうれんそうから検出さ

れた 3 農薬は、上部の方がやや高い傾向にあっ

たが、大きな差はなかった。  

調理別では、いちご、ミニトマトはへたを除

いた可食部、ほうれんそうは上部、下部を含め

た全体の残存率（調理前濃度に対する調理後濃

度の比率）を算出した。3 作物の 5 秒間及び 30

秒間の流水洗浄では、一部の農薬において有意

な減少が認められたが、洗浄時間と除去率の間

に規則性を見出すことはできなかった。洗浄以

外の調理における残存率は、いちごのジャム調

理で 45.7-54.9％、天日乾燥で 73.2-88.9％、オー

ブン乾燥で 40.2-89.1％であり、ジャム調理によ

り 6 農薬、オーブン乾燥により 5 農薬、天日乾

燥では 1 農薬で有意な減少が認められた。ミニ

トマトの湯むきによる残存率は 0-80.0％で、4

農薬で有意な減少が認められた。オーブン乾燥

では 2 農薬が、煮るでは 1 農薬が調理前と比較

し、有意に減少した。ほうれんそうの残存率は

ゆでるで 22.8-88.0％、炒めるで 64.0-68.5％で、

炒めるにより 3 農薬、ゆでるにより 2 農薬で有

意な減少が認められた。  

特に農薬の除去効果が高かったのは、いちご

のジャム調理とミニトマトの湯むき調理で、ジ

ャム調理では検出された 6 農薬すべてが約 50

％、湯むき調理では 5 農薬中 3 農薬が約 90％減

少した。  

 

*1：秋田県生活環境部生活衛生課  
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岡智一郎，髙木弘隆，斎藤博之 : 非感染性症例

の咽頭拭い液からの下痢症ウイルス検出. 第 63

回日本臨床ウイルス学会学術集会, 2022 年 6 月, 
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2．他紙掲載論文等 

2.1 筆頭著者論文 

 

過去の事例から学ぶ健康危機管理事例～保

育施設を起点とした腸管出血性大腸菌感染

症の集団発生～  

 

今野貴之 

 

公衆衛生情報, 52, 8, 2022, 17-19. 

 

腸管出血性大腸菌は人に下痢症を引き起こす

大腸菌の一つで、ベロ毒素という強力な毒素を

産生し、強い感染力を有する。特徴として、出

血性大腸炎や溶血性尿毒症症候群などの重篤な

合併症を引き起こす場合がある。国内では、腸

管出血性大腸菌感染症の集団発生の早期探知や

その原因究明を目的として、厚生労働省通知に

基づき菌株の分子疫学解析が進められている。

秋田県における腸管出血性大腸菌感染症の報告

数は例年 40 件前後であり、規模の大きな集団発

生はまれである。しかしながら、2020 年 10 月

に保育園児を含む家族内感染の探知をきっかけ

に、保育施設での腸管出血性大腸菌の集団感染

が発覚した。発症者数 56 名で、被検者 294 名の

内、O26:H11 が家族内二次感染を含め 49 名で確

認された。腸管出血性大腸菌感染症は、原因と

なる菌株によって軟便程度の軽症者や無症状病

原体保有者が多い場合があるが、感染力は強い

ためそれらの患者から接触感染等によって感染

が拡大する可能性があり、注意が必要である。

菌陽性者の内、2 名の感染者は保育施設との関

連はなかったが、分子疫学解析により集団発生

事例由来の菌株と遺伝子型が一致した。その後、

集団発生事例の患者の家族と接点があったこと

が管轄保健所の疫学調査で判明しており、集団

発生に含める患者範囲の特定に分子疫学解析の

結果が役立った。集団発生の早期探知のため、

今後も関係機関と協力して、必要な検査や菌株

の収集を進めていくことが必要である。  

 

 

SARS-CoV-2オミクロン株BA.2系統に特徴的

なS371F変異を検出するための工夫 

 

斎藤博之  秋野和華子  藤谷陽子  

樫尾拓子  柴田ちひろ  佐藤由衣子  

鈴木純恵  齊藤志保子  

 

Infectious Agents Surveillance Report.  

43, 7, 2022, 18-19. 

 

 目 下 の と こ ろ 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス

（SARS-CoV-2）オミクロン株を検出する方法と

して、BA.1系統とBA.2系統の両方に見られる

G339D変異と、BA.1系統のみに見られるT547K

変異を検出する2波長TaqMan assayを基本原理

としたPCR検査プロトコールが報告されている。

一方、3月以降にゲノム解析によりBA.1系統より

も感染力が高いとされるBA.2系統の検出例が増

えてきたことから、効率的なスクリーニング手

法があればモニタリングに寄与するものと考え

られた。我々は先にN501Y変異検出PCRプロト

コールに最小限度の改変を加えることでR.1系

統に見られるE484K変異の検出能を付加する工

夫を行った。今回、その手法を応用してG339D

変異検出PCRプロトコールにBA.2系統特異的な

変異の検出能を付加することができた。  

BA.2系統のリスク評価は未だ定まっておらず

自治体からの報告対象ではないものの、流行拡

大要因の1つになり得るため、状況を注視してゆ

く必要があるものと思われる。一方で、ゲノム

解析に適さないCt値が30以上の検体も多数ある

ことから、置き換わり状況を効率よく安価に把

握する手法として本法が有用であった。また、

本法で用いた意図的なミスマッチを挿入した

allele specific primerを用いた識別法は、他の一塩

基変異の検出にも応用できるものと考えられた。 

 

 

ウイルス性食中毒の対策における注意点  

 

斎藤博之  

 

養鶏の友 ,  8 ,  2022, 50-54. 

 

 鶏肉や鶏卵の取り扱いに際しては、サル

モネラやカンピロバクターといった食中毒

原因菌を想定した衛生管理が徹底されてい

る。一方、食中毒の原因となるのは細菌だ
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けとは限らない。 2021年の食中毒統計によ

ると、全国で 1年間に 717例の食中毒事例が

発生し、およそ 1割に相当する 72例がノロウ

イルス（NoV）によって引き起こされている。

患者数に至っては、全食中毒被害者 11,080

名の半数近い 4,733名がNoVの感染によるも

のである。感染経路は大きく 3通りに分けら

れる。第一は、トイレから排泄された NoV

が下水処理場をすり抜けて海に達し、海産

物を汚染するルートである。第二は、調理

従事者の手指に付着した NoVが食品を汚染

するケースで、食中毒としてはこれが最も

多い。第三は、食中毒の範疇には含まれな

いが、ヒトからヒト、あるいは器物を介し

た間接接触による感染拡大である。原因と

なる病原体も感染経路もわかっているにも

関わらず、こうした健康被害が後を絶たな

いのは様々な予防対策の中に多くの見落と

しがあるからで、ウイルス性食中毒特有の

注意点を押さえておく必要がる。本稿では、

一般的に行われている食中毒対策の中で見

逃しがちなポイントに焦点を当ててみたい。 

 

 

ウイルス性食中毒～原因物質指定から四半

世紀、予防対策の死角とは～ 

 

斎藤博之  

 

食の安全と安心通信 ,  46 ,  2022, p2. 

 

1997年にウイルスが食中毒原因物質に指定さ

れてから今年で26年目となる。この間、食品関

連事業者は行政の指導の下で予防対策に取り組

んできた。一方、毎年の食中毒統計を見ると、

食中毒患者数の約半分がウイルスを原因とした

ものであり、四半世紀にわたり1位の座にある。

1948年に食品衛生法が施行されて以来、もっぱ

ら細菌・化学物質・自然毒を対象とした予防対

策が取られてきた。原因物質としては新顔に当

たるウイルスはこれらとは異なる性質のもので

あり、延長線上の対策では多くの死角が生じる

ことになる。  

ウイルス性食中毒が規定される前までは、食

品の取り扱いに不備があって細菌が増殖し、そ

れを摂食した者が食中毒を発症するという認識

が一般的であった。食中毒予防の三原則（つけ

ない、増やさない、やっつける）は、いわばそ

うした先人が千思万考の末に得た知恵の集大成

である。一方、細菌性食中毒を想定して考え出

された三原則が遵守されていたとしても、ウイ

ルスに対しては当てはまらない部分が存在する

ため、そこが落とし穴となってしまうことが多

い。確実に予防するには、“つけない”しかな

いのが現実である。本稿では死角となりやすい

点をまとめたので、HACCPにおける衛生管理計

画書を作成する際に参考にされたい。  
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